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１．財務書類の作成方法等

（注１）第三セクター等については本市が資本金、基本金等を５０％以上を出資している団体を連結対象
としています。また、出資比率が２５％以上で、その経営に影響力を及ぼしていると判断される団体は連
結対象とします。
（注２）兵庫県市町村職員退職手当組合は、独自の庁舎など重要な資産や退職手当に関連する債務以外の
重要な債務を有していないこと、運用益相当額が構成団体に按分され、構成団体の貸借対照表の退職手当
組合積立金に加算されていること、原則として、構成団体が同一の取扱い（一般会計等構成団体の財務書
類作成段階で連結したとみなす）をしているため、連結対象から除外しています。

高砂市勤労福祉財団
第三セクター等

高砂市施設利用振興財団

介護保険事業特別会計

兵庫県後期高齢者医療広域連合

工業用水道事業会計

後期高齢者医療事業特別会計

公営事業会計 下水道事業会計

国民健康保険事業特別会計

一般会計等

病院事業会計

水道事業会計

一部事務組合・広域連合

区分 会計・団体・法人の名称

連結

全体

加古川市外２市共有公会堂事務組合

②全体・連結

　高砂市では一般会計等で実施している事業のほかに、病院事業、水道事業、国民健康保険事業
等の公営事業会計など、市民と密接な関わりをもつ事業を行っています。また、市自らが行う事
業とは別に、連携協力して行政サービスを提供している一部事務組合や第三セクターもありま
す。このように市の財政は一般会計等のみで行政サービスを提供しているのではないため、財務
活動を分析するためには全体・連結財務書類を用いる必要があります。本市が一般会計等、全体
及び連結対象としている会計は次のとおりです。

　【連結対象団体一覧】

（２）対象とする会計

①一般会計等

　一般会計及び公営事業会計以外の特別会計の合算額を言います。高砂市では、公営事業会計以
外の特別会計はありません。
　※令和５年度より広域ごみ処理事業特別会計を一般会計に編入しています。

Ⅰ．財務書類４表について

（１）作成の前提条件

作成する財務書類

　平成２６年４月に総務省が公表した「今後の新地方公会計の推進に関する研究会報告書」の
『統一的な基準』及び令和元年８月に同省が公表した「統一的な基準による地方公会計マニュア
ル」に基づき作成しています。一部、令和７年３月改定分の内容に対応しています。
　高砂市では、平成２８年度決算から「統一的な基準」に基づいた財務書類を作成しています。
　財務書類の作成・公表を通じ、市全体の財政状況の公表、資産・債務の適正な管理及び効果的
な行財政運営の資料として活用していきたいと考えています。

一般会計

1



① 貸借対照表

② 行政コスト計算書

③ 純資産変動計算書

④ 資金収支計算書

　行政コスト計算書は、貸借対照表が期末における資産や負債の状況を表すのに対して、一年間
の行政活動のうち資産形成につながらない行政サービスにかかった消費的な経費や受益者負担が
どの程度あったのかを把握することができる財務書類です。

　純資産変動計算書とは、貸借対照表の純資産の部を構成する「固定資産等形成分」、「余剰分
（不足分）」が１年間でどのように変動したのかを表した財務書類です。また、純資産の部は今
までの世代が負担してきた部分ですので、１年間で今までの世代が負担してきた部分が増えたの
か減ったのかがわかります。

　資金収支計算書は、１年間の歳計現金の収入・支出の動きをその性質に応じて「業務活動収
支」、「投資活動収支」、「財務活動収支」の３つの性質別に区分し表示した財務書類です。ど
のような要因で資金が増減したのかを把握することが可能となります。

　連結財務書類の基礎となる団体・法人の個別財務書類は、基本的に各団体・法人固有の会計基
準により作成されています。会計基準の違いにより財務書類の表示科目も異なりますが、一般会
計等の財務書類に揃えるため、各連結対象法人等の既存の法定決算書類を基礎として必要な読替
を行っています。
　また、連結財務書類は、連結範囲となる会計・団体・法人等を一つの行政サービスの実施主体
とみなすため、連結対象間での取引は相殺消去しています。

（７）財務書類４表について

　貸借対照表は、地方公共団体が住民サービスを提供するために保有している財産（資産）と、
その財産をどのような財源（負債・純資産）から調達したかを対照表示した財務書類です。
　左側（借方）の「資産の部」は、行政サービスを提供するために形成してきた道路、学校など
の有形固定資産や出資金、貸付金、現金預金などがあり、右側（貸方）には、その資産を形成し
た財源を表す「負債の部」と「純資産の部」から構成されています。
　借方の「資産の部」と貸方の「負債の部」「純資産の部」の合計が一致し、左右のバランスが
とれた状態となることから、バランスシートとも呼ばれています。

（５）財務書類作成に用いる基礎データ

　固定資産台帳や決算の歳入・歳出データの数値（個々に複式仕訳を実施）を基礎として作成し
ています。
　なお、上記のものでは把握できないデータについては、「地方公共団体の財政健全化に関する
法律」による健全化判断比率の算定データ、財務書類作成のために新たに算定したデータ（賞与
引当金等）等も活用しています。

（６）連結の手法

（４）固定流動の区分

　現金及び貸借対照表基準日の翌日から起算して、１年以内に現金として回収されるものを流動
資産、また、その支払期限が貸借対照表基準日の翌日から起算して１年以内に到来するものを流
動負債とし、それ以外のものを固定資産及び固定負債とする一年基準を採用しています。

（３）対象となる年度

　対象年度は令和５年度とし、令和６年３月３１日を作成基準日としています。
　なお、出納整理期間（令和６年４月１日から令和６年５月３１日まで）における出納について
は、基準日までに処理したものとして処理しています。
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③

 ① 　②

本年度末歳計外現金残高 固定資産等の変動

＝ ＝

前年度末資金残高 財源

＋ ±

支出

＋ ＋

収入 前年度末残高

－ －

臨時利益

＝

【資金収支計算書】 【純資産変動計算書】

＋

臨時損失

－

経常費用

経常収益

－

（８）財務書類４表の関係

　財務書類４表は、下図のように相互に関連を持っています。
　貸借対照表の純資産は、国・県からの補助金や自団体の財源で既に負担した部分を表していま
す。この純資産の変動を表したものが、純資産変動計算書です。純資産変動計算書における純経
常行政コストが一般財源、補助金等受入等を超過すれば、純資産が減少し、逆に一般財源、補助
金等受入等が純経常行政コストを超過すれば、純資産が増加することになります。
　行政コスト計算書は、純資産変動計算書の純経常行政コストの明細であり、１年間にかかった
経常コスト総額から受益者負担である経常収益を控除することで、一般財源、補助金等受入等で
負担すべき純経常行政コストが算出されます。
　資金収支計算書の期末歳計現金残高は、貸借対照表の歳計現金と一致します。これは、資金収
支計算書は、貸借対照表に計上されている歳計現金の増減の明細であることを意味します。

【財務書類４表の相互関係】

①　賃借対照表の資産のうち、「現金預金」の金額は、資金収支計算書の「本年度末現金預金残
　　高」と一致します。

③　行政コスト計算書の純行政コスト（本年度収支差額）の金額は、純資産変動計算書に記載さ
　　れます。

負債資産

②　賃借対照表の「純資産」の金額は、資産と負債の差額であり、純資産変動計算書の「本年度
　　末純資産残高」と一致します。

【貸借対照表】 【行政コスト計算書】

期末歳計現金残高

純行政コスト

期末純資産残高

純資産現金預金

純行政コスト
（本年度収支差額）

本年度末現金預金残高 本年度末純資産残高
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２．用語解説

（１）貸借対照表

余剰分（不足分）

消費可能な資源の蓄積で、原則として金銭の形態をとるもの
流動資産(短期貸付金及び基金を除く)から負債を差し引いた額で、
通常マイナスとなり、基準日時点で分かっている将来必要な現金等
の額となる

預り金 第三者から寄託された資産に係る見返負債

固定資産等形成分 資産形成のために充当した資源の蓄積

未払金
長期未払金が翌々年度以降の支出予定額に対し、翌年度の支出予定
額

賞与等引当金
翌年度（Ｎ+１年度）に支払うことが予定されている職員の賞与等の
うちＮ年度の勤務によって発生する負担相当額

流動負債 返済期限が１年以内の債務

1年内償還予定地方債 市債のうち翌年度（Ｎ+１年度）に返済すべきもの

退職手当引当金 年度末に全職員が自己都合退職すると仮定した場合に必要な退職手当の額

損失補償等引当金
地方公共団体が損失補償を行っている公社や第三セクター等の債務
のうち、履行すべき額が確定していない損失補償に対して計上した
額など

地方債 市債のうち翌々年度以降に返済すべきもの

長期未払金
既に物件の引渡しやサービスの提供を受けたものについて支払って
いない額、あるいは債務保証や損失補償の履行が決定した額など

短期貸付金 貸付金のうち、翌年度に償還期限が到来するもの

固定負債 返済期限が１年を超える債務

現金預金 現金及び現金同等物

基金（流動資産）
財政調整基金（将来の収入減や災害等の不測の支出に備えるため積
立てられた基金）と減債基金（地方債の償還に充てるために積立て
られた基金）

未収金
保有する債権のうち、当年度末日現在で回収期限から１年未満の債
権で、長期延滞債権に該当しないもの

基金（固定資産）
特定の目的のために財産を維持し、資金を積み立て、又は定額の資
金を運用するために設けられる資金又は財産

徴収不能引当金
保有する債権のうち、徴収不能のおそれのある債権の見込額（民間
企業の貸倒引当金にあたるもの）

長期延滞債権
保有する債権のうち、当年度末日現在で回収期限から１年以上経過
している債権が存在する債務者に対するすべての債権

長期貸付金
自治法第240条第1項に規定する債権である貸付金のうち、流動資産
に区分されるもの以外のもの

投資及び出資金 病院や第三セクター等への出資金など

投資損失引当金
連結対象団体への出資金や保有株式の実質価格が低下した場合に計
上するもの

事業用資産
庁舎、学校、市営住宅等の公共サービスに供されている資産で、イ
ンフラ資産、物品以外の資産

インフラ資産 道路、河川、公園等の社会基盤となる資産
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（３）純資産変動計算書

本年度末現金預金残高 当年度の貸借対照表における現金預金計上額

本年度資金収支額
１年間における資金収支の結果
（業務活動収支、投資活動収支、財務活動収支の合計）

本年度末資金残高 歳計外現金を除く現金預金の残高

投資活動収支
公共施設等の取得や売却、基金の積立てや取崩し、投資及び出資金
等の増減に係る収支

財務活動収支 地方債等の元金償還や発行による収支

業務活動収支
税収等、国県等補助金、使用料及び手数料等の業務収入と臨時収入
の合計から、業務費用、移転費用及び臨時支出を控除したもの（投
資活動及び財務活動以外のもの）

資産評価差額 有価証券等の評価差額

（４）資金収支計算書

無償所管換等 無償で譲渡または取得した固定資産の評価額など

税収等 地方税、地方交付税、地方譲与税など

国県等補助金 国庫支出金及び都道府県支出金など

前年度末純資産残高 貸借対照表における前年度末の純資産残高

純行政コスト 純経常行政コストに臨時損失を加え、臨時利益を控除したもの

資産売却益 資産の売却による収入が帳簿価額を上回る場合の差額

純行政コスト 純経常行政コストに臨時損失を加え、臨時利益を控除したもの

純経常行政コスト
資産形成に結びつかない経常的な行政サービスを提供するために発
生する経常行政コストと行政サービスの対価、すなわち受益者負担
である経常収益との差額

資産除売却損
資産の売却による収入が帳簿価額を下回る場合の差額及び除却した
資産の除却時の帳簿価額

他会計への繰出金
国民健康保険事業特別会計等の他会計に対する財政支援（繰出金）
に係る経費

経常収益 行政サービス提供の結果得られた受益者負担金

補助金等 各種団体等に対する負担金や補助金等

社会保障給付 生活保護や児童手当の支給、医療費の助成等に要する福祉的な経費

支払利息 市債及び一時借入金の利子支払額

徴収不能引当金繰入額
時効等の理由により回収が困難であると見込まれる市税や使用料、
手数料等の額

維持補修費 公共用施設等の維持修繕に要する経費

減価償却費 有形固定資産の価値が、経年劣化等により減少したと認められる額

職員給与費 職員の給与や各種手当といった費用から退職手当負担金支払額を除いた額

物件費
行政サービスを行うために必要な消耗品費、光熱水費、委託料等の
消費的性質の経費

賞与等引当金繰入額 当該年度において、賞与等引当金繰入額として新たに繰入れた額

（２）行政コスト計算書
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Ⅱ．令和５年度 財務書類の特徴

①　一般会計等財務書類の分析指標【事業分類別有形固定資産減価償却率】（２０ページ）

・福祉総合相談センター、高砂及び曽根地域交流センターの完成を固定資産減価
　償却率に反映。

　　高砂及び曽根地域交流センター完成により、市役所等以外では減価償却率が約３ポイン

　ト減少しましたが、総務全体の減価償却が進んだことにより、総務の減価償却率としては、
　
　前年度２０．９％から２２．７％と、１．８ポイント増加しています。
　
　　また、福祉においては、旧伊保幼稚園を福祉総合相談センターへ大規模改修したことに

　より、減価償却率が前年度４１．４％から４０．１％と、１．３ポイント減少しています。

　　全体としては、市役所、エコクリーンピアはりま等の減価償却が進んだことにより、前

　年度４７．８％から４９．９％と、２．１ポイント減価償却率が増加しています。

　【事業分類別有形固定資産減価償却率】
　　有形固定資産のうち、償却資産の取得価額等に対する減価償却累計額の割合を算出する
　　ことにより、耐用年数に対して資産の取得からどの程度経過しているのかを示したもの
　　です。

②　一般会計等貸借対照表の前年度比較について　（１６ページ）

・資産合計は前年比約２６億円減少。負債合計は前年比約３９億円減少。

　　主な要因として、第三セクター等改革推進債を早期償還するために、減債基金を３１億

　円取崩したことによるものです。

③　高砂市の実態に沿った貸借対照表の作成について　（１９ぺージ）

・広域ごみ処理施設に係る資産を高砂市の経費負担割合分（２１．８６％）で計
　上した場合の貸借対照表を新たに掲載。

　　高砂市の経費負担割合分のみを資産計上した場合、資産総額は約１８１億円目減りして

　１，１３１億５，４５９万円となり、純資産は６３７億８，４２５万円となります。

④　一般会計等有形固定資産明細表の作成について　（５０ぺージ）

・事業分類別有形固定資産減価償却率（２０ページ）の明細表を新たに掲載。
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Ⅲ．財務書類でわかること

財務書類を見るとこんなことがわかります。

　市役所庁舎やエコクリーンピアはりま、各学校施設な

どの土地や建物等の資産(事業用資産)の割合が大きく、

資産全体の５８％を占めます。

　道路や橋りょう、公園などの資産（インフラ資産）は

３４％を占めます。

　前年度と同様の割合であり、大規模事業がなければ今

後も同水準で推移します。

　貸借対照表の「基金」が、市の貯金にあたるものです。

固定資産の基金（特定目的基金）が３４億円、流動資産

の基金（財政調整基金＋減債基金）が６１億円、計９５

億円の貯金があります。

　固定資産と流動資産をあわせると、前年度と比較して、

約１１億円減少しています。

　主な要因は、財政調整基金や公共施設等整備基金等が

増加した一方、第三セクター等改革推進債を早期償還す

るために減債基金を取崩したことによるものです。

高砂市の資産

８ページ【一般会計等貸借対照表　固定資産】

高砂市の貯金

８ページ【一般会計等貸借対照表　基金】

基金積立金

(固定資産)

22

基金積立金

(固定資産)

34

基金積立金

(流動資産)

84

基金積立金

(流動資産)

61

令和４年度 令和５年度

（億円）

事業用資産

722

58%

インフラ資産

417

34%

その他の資産

98

8%

（億円）
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Ⅳ．一般会計等財務書類

（単位：千円）

123,731,048  １　固定負債 45,532,979

115,084,845 （1）地方債 39,135,743

72,248,225 ①地方債（臨時財政対策債除く） 25,423,340

26,184,038 ②臨時財政対策債 13,712,403

42,901,737 （2）退職手当引当金 5,857,218

3,006,621 （3）その他 540,018

155,829  ２　流動負債 3,837,356

41,734,098 （1）1年内償還予定地方債 2,898,749

17,549,184 ①地方債（臨時財政対策債除く） 1,618,668

148,529 ②臨時財政対策債 1,280,081

18,670,594 （2）賞与等引当金 422,322

5,365,791 （3）預り金 260,797

1,102,522 （4）その他 255,488

473,745 負債合計 49,370,335

473,745

8,172,458  １　固定資産等形成分 129,857,559

10,812,394  ２　余剰分（不足分） △ 48,020,857

△ 6,575,169

578,241

3,440,990

△ 83,998

7,475,989

1,285,633

67,918

6,126,511

△ 4,073 純資産合計 81,836,702

131,207,037 負債及び純資産合計 131,207,037

（3）基金

③長期延滞債権

（4）徴収不能引当金

資産合計

①ソフトウェア

 ２　流動資産

（1）現金預金

（2）未収金

②投資損失引当金

④基金

①投資及び出資金

ⅳ建設仮勘定

③物品

（3）投資その他の資産

ⅰ土地

ⅱ建物

ⅲ工作物

ⅳ建設仮勘定

②インフラ資産

ⅰ土地

（2）無形固定資産

純 資 産 の 部

⑤徴収不能引当金

一般会計等貸借対照表
（令和6年3月31日）

資 産 の 部 負 債 の 部

 １　固定資産

（1）有形固定資産

①事業用資産

ⅱ建物

ⅲ工作物
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１．一般会計等貸借対照表からみた財政状況

（１）資産の部

①有形固定資産

②投資その他の資産

③流動資産

（２）負債の部

①固定負債

②流動負債

（３）純資産の部

　有形固定資産は総資産額の８７．７％に達しており、庁舎、学校、市営住宅などの「事業用資
産」が７２２億４，８２３万円（構成比６２．８％）で最も高い割合を示しており、次に道路、
公園などの「インフラ資産」が４１７億３，４１０万円（構成比３６．３％）となっています。

　「余剰分（不足分）」がマイナスであるということは、翌年度以降の負担額のうち約４８０億
円は既に使途が拘束されていることを意味しますが、これは、臨時財政対策債などの赤字地方債
や、退職手当引当金のように資産形成に直接繋がらない、将来に負担のみを残している負債に対
する備えが蓄えられていないことを表しています。

　「投資その他の資産」は８１億７，２４６万円で、市民病院等への出資金などの「投資及び出
資金」、特定の目的のために積み立てる基金等が計上されています。なお、期限が到来してから
１年以上回収できていない地方税等の「長期延滞債権」も将来、回収により現金化可能な資産と
して５億７，８２４万円を資産計上しています。

　また、「徴収不能引当金」として８，４００万円マイナス計上していますが、これは、長期延
滞債権のうち、時効等により回収が困難になると見込まれる額です。

　現金や地方税等の未収金や必要に応じてすぐに使える流動性の高い基金などの「流動資産」の
総額は、７４億７，５９９万円となっています。

　「現金預金」が１２億８，５６３万円、市税等の収入未済額のうち、その年度に新たに発生し
た「未収金」を６，７９２万円資産計上しており、そのうち将来回収が困難と見込まれる額とし
て「徴収不能引当金」を４０７万円マイナス計上しています。また、「基金」が６１億２，６５
１万円で、その内訳は将来の不測の支出に備えて積立てている「財政調整基金」が５６億２，８
９４万円、地方債の償還に充てるため積立てられた基金である「減債基金」が４億９，７５７万
円となっています。

　支払いや返済が長期に渡る「固定負債」は４５５億３，２９８万円で、その内訳は資産形成等
に伴う「地方債（臨時財政対策債除く）」が２５４億２，３３４万円、「臨時財政対策債」が１
３７億１，２４０万円、全職員が自己都合退職すると仮定した場合に必要となる「退職手当引当
金」が５８億５，７２２万円、その他の固定負債が５億４，００２万円となっています。

　返済期限が１年以内のものや既に支払義務が確定しているものなどの「流動負債」は３８億
３，７３６万円で、内訳は「1年内償還予定地方債」が２８億９，８７５万円（「地方債（臨時
財政対策債除く）」が１６億１，８６７万円、「臨時財政対策債」が１２億８，００８万円）、
「賞与等引当金」が４億２，２３２万円、「預り金」が２億６，０８０万円、その他の流動負債
が２億５，５４９万円となっています。

　純資産のうち「固定資産等形成分」は、資産形成のために充当した資源の蓄積をいい、固定資
産の額に流動資産における短期貸付金及び基金を加えた額で、１，２９８億５，７５６万円とな
りました。

　「余剰分（不足分）」は、消費可能な資源の蓄積をいい、流動資産（短期貸付金及び基金を除
く）から負債を控除した額で、翌年度以降に自由に使える財源を意味しますが、４８０億２，０
８６万円のマイナスとなっています。

　高砂市の令和５年度貸借対照表は、資産が１，３１２億７０４万円、負債が４９３億７，０３４
万円であり、資産から負債を差引いた純資産は８１８億３，６７０万円となりました。

　「固定資産」は１，２３７億３，１０５万円で、そのうち長期間にわたって住民サービスを提
供するために使用される道路や公園、小学校・中学校などの土地や建物等の「有形固定資産」が
１，１５０億８，４８５万円で、うち土地は４３７億３，３２２万円となっています。
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（単位：千円）

17,198,229

6,014,388

5,348,903

40,246

625,239

10,687,205

5,949,780

663,938

4,073,487

496,636

199,231

23,402

274,003

18,325,858

9,180,931

6,731,324

2,410,106

3,497

35,524,087

792,092

2,113,019

2,905,111

32,618,976

19,207
210,435

287
229,929

6,207

792

6,999

32,841,906

③その他

一般会計等行政コスト計算書
（令和5年4月1日～令和6年3月31日）

経 常 費 用

 １　業務費用

①職員給与費

（1）人にかかるコスト

②賞与等引当金繰入額

（4）その他

経常費用合計

（2）物にかかるコスト

①物件費

②維持補修費

（3）その他のコスト

①支払利息

②徴収不能引当金繰入額

③減価償却費

③その他

（2）社会保障給付

純経常行政コスト

臨時損失合計

臨 時 利 益

 ２　その他

臨時利益合計

 ３　その他

 １　資産売却益

 ２　移転費用

（1）補助金等

（3）他会計への繰出金

純行政コスト

臨 時 損 失

経 常 収 益

 １　使用料及び手数料

（純経常行政コスト+臨時損失-臨時利益）

 ２　投資損失引当金繰入額

 ２　その他

経常収益合計

 １　資産除売却損

（経常費用-経常収益）

10



２．一般会計等行政コスト計算書からみた財政状況

（１）人にかかるコスト

（２）物にかかるコスト

（３）その他のコスト

（４）移転費用

（５）経常収益

（６）臨時損失

（７）臨時利益

　「物件費」は５９億４，９７８万円、「維持補修費」は６億６，３９４万円、「減価償却費」は４
０億７，３４９万円となり、経常費用の３０．１％を占めています。

　「支払利息」は１億９，９２３万円、「徴収不能引当金繰入額」は２，３４０万円、その他の行政
コストは２億７，４００万円となり、経常費用の１．４％を占めています。

「資産除売却損」は１，９２１万円、「投資損失引当金繰入額」は２億１，０４４万円、その他の臨
時損失は２９万円となりました。

　「資産売却益」は６２１万円、その他の臨時利益は７９万円となりました。

　「使用料及び手数料」による収入は７億９，２０９万円、その他の収入は２１億１，３０２万円と
なりました。

　「補助金等」は９１億８，０９３万円、「社会保障給付」は６７億３，１３２万円、「他会計への
繰出金」は２４億１，０１１万円、その他の移転費用は３５０万円となり経常費用の５１．６％を占
めています。

　資産形成に結びつかない１年間の行政サービスを提供するのに要した経費である「経常費用」は３
５５億２，４０９万円、行政サービス提供の結果得られた受益者負担である「経常収益」は２９億５
１１万円となり、差引いた「純経常行政コスト」は３２６億１，８９８万円となりました。これに
「臨時損失」と「臨時利益」の差額を含めた「純行政コスト」は３２８億４，１９１万円となりまし
た。

　「職員給与費」は５３億４，８９０万円、「賞与等引当金繰入額」は４，０２５万円、その他の人
件費は６億２，５２４万円となり、経常費用の１６．９％を占めています。
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（単位：千円）

80,558,724

△ 32,841,906

34,136,172

24,111,559

10,024,613

1,294,266

△ 4,712

△ 11,576

1,277,978

81,836,702

無償所管換等

前年度末純資産残高

純行政コスト（△）

財源

本年度純資産変動額

資産評価差額

一般会計等純資産変動計算書
（令和5年4月1日～令和6年3月31日）

税収等

国県等補助金

本年度差額

本年度末純資産残高

12



３．一般会計等純資産変動計算書からみた財政状況

（１）純行政コスト

（２）財源

（３）無償所管換等

　「純行政コスト」は行政コスト計算書では、直接行政サービスの対価として収入された、使用
料及び手数料等の経常収益のみを財源として充て、それに臨時損益を加えていたため、３２８億
４，１９１万円のマイナスでした。

　純行政コストに対して、受益者負担以外の収入（市税等の一般財源や国県補助金等受入）が、
３４１億３，６１７万円となっています。

　「無償所管換等」は１，１５８万円のマイナスとなりました。

　令和５年度の期末純資産残高は８１８億３，６７０万円となり、前年度から１２億７，７９８
万円増加しています。

　純資産が増加した場合は、現役世代が自らの負担によって将来世代も利用可能な公共資産を蓄
積したことを意味するので、将来世代の負担は軽減されていると考えられます。逆に純資産が減
少した場合、現役世代が将来世代にとっても利用可能であった公共資産を消費し行政サービスを
享受する一方で、将来世代にその分の負担が先送りされていると考えられます。
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（単位：千円）

31,526,792

13,175,410

6,088,458

6,536,115

199,231

351,606

18,351,382

9,180,931

6,731,324

2,410,106

29,021

36,420,721

24,095,151

9,455,965

791,097

2,078,508

4,893,929

5,511,512

2,948,277

2,079,845

483,390

4,309,974

568,648

3,164,411

483,510

85,139

8,266

△ 1,201,538

③支払利息支出

一般会計等資金収支計算書
（令和5年4月1日～令和6年3月31日）

業 務 活 動 収 支

（1）業務費用支出

①人件費支出

②物件費支出

 １　業務支出

④その他の支出

（2）移転費用支出

業務活動収支

③他会計への繰出支出

①補助金等支出

②社会保障給付支出

（3）使用料及び手数料収入

（4）その他の収入

④その他の支出

 ２　業務収入

 ２　投資活動収入

（1）公共施設等整備費支出

（2）基金積立金支出

（1）国県等補助金収入

（2）基金取崩収入

（3）貸付金支出

（4）資産売却収入

投 資 活 動 収 支

 １　投資活動支出

（3）貸付金元金回収収入

（5）その他の収入

投資活動収支

（1）税収等収入

（2）国県等補助金収入
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6,559,979

6,253,722

306,257

2,546,035

2,546,035

△ 4,013,944

△ 321,553

1,346,389

1,024,836

277,827

△ 17,030

260,797

1,285,633

４．一般会計等資金収支計算書からみた財政状況

（１）業務活動収支

（２）投資活動収支

（３）財務活動収支

 １　財務活動支出

財 務 活 動 収 支

（1）地方債償還支出

（2）その他の支出

 ２　財務活動収入

（1）地方債発行収入

財務活動収支

前年度末歳計外現金残高

本年度末歳計外現金残高

本年度資金収支額

本年度歳計外現金増減額

前年度末資金残高

本年度末資金残高

本年度末現金預金残高

　資金収支計算書は、財務書類のうち唯一現金主義に基づいて作成されており、その数値は「貸借対照
表」の流動資産に計上した「現金預金」と一致します。

　「業務活動収支」が４８億９，３９３万円のプラス、「投資活動収支」が１２億１５４万円のマイナ
ス、「財務活動収支」が４０億１，３９４万円のマイナスとなり、「本年度資金収支額」が３億２，１
５５万円のマイナスとなりました。その結果、本年度末資金残高は、１０億２，４８４万円となってい
ます。これに「歳計外現金」２億６，０８０万円を合わせた「本年度末現金預金残高」は１２億８，５
６３万円となっています。

　「業務活動収支」は、人件費、物件費、社会保障給付（扶助費）などの行政サービスの提供に関する
経常的・臨時的な行政活動に伴う資金収支をいいます。

　業務活動収支の支出合計は、３１５億２，６７９万円となり、収入合計は３６４億２，０７２万円と
なりました。

　財務活動収支の支出合計は、６５億５，９９８万円となり、収入合計は２５億４，６０４万円となり
ました。

　「投資活動収支」は、道路、学校、公園など公共施設整備や基金積立・取崩など、市の資産の増減に
伴う資金収支をいいます。

　投資活動収支の支出合計は、５５億１，１５１万円となり、収入合計は４３億９９７万円となりまし
た。

　「財務活動収支」は、地方債発行や元金償還など、市の負債の増減に伴う資金収支をいいます。
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Ⅴ．一般会計等財務書類の前年度比較

①一般会計等貸借対照表の前年度比較

（単位：千円）

令和５年度 令和４年度 前年比 令和５年度 令和４年度 前年比

 １　固定資産 123,731,048 123,685,576 45,472  １　固定負債 45,532,979 46,059,732 △ 526,753

（1）有形固定資産 115,084,845 115,973,588 △ 888,743 （1）地方債 39,135,743 39,488,457 △ 352,714

①事業用資産 72,248,225 73,534,417 △ 1,286,192 （2）退職手当引当金 5,857,218 5,971,534 △ 114,316

ⅰ土地 26,184,038 26,243,758 △ 59,720 （3）その他 540,018 599,741 △ 59,723

ⅱ建物 42,901,737 44,136,965 △ 1,235,228  ２　流動負債 3,837,356 7,183,769 △ 3,346,413

ⅲ工作物 3,006,621 3,054,801 △ 48,180 （1）1年内償還予定地方債 2,898,749 6,253,722 △ 3,354,973

ⅳ建設仮勘定 155,829 98,893 56,936 （2）賞与等引当金 422,322 382,076 40,246

②インフラ資産 41,734,098 41,417,372 316,726 （3）預り金 260,797 277,827 △ 17,030

ⅰ土地 17,549,184 17,543,133 6,051 （4）その他 255,488 270,144 △ 14,656

ⅱ建物 148,529 165,487 △ 16,958 負債合計 49,370,335 53,243,501 △ 3,873,166

ⅲ工作物 18,670,594 19,181,390 △ 510,796

ⅳ建設仮勘定 5,365,791 4,527,362 838,429  １　固定資産等形成分 129,857,559 132,102,564 △ 2,245,005

③物品 1,102,522 1,021,799 80,723  ２　余剰分（不足分） △ 48,020,857 △ 51,543,840 3,522,983

（2）無形固定資産 473,745 566,447 △ 92,702

①ソフトウェア 473,745 566,447 △ 92,702

（3）投資その他の資産 8,172,458 7,145,541 1,026,917

①投資及び出資金 10,812,394 10,812,681 △ 287

②投資損失引当金 △ 6,575,169 △ 6,364,734 △ 210,435

③長期延滞債権 578,241 554,595 23,646

④基金 3,440,990 2,235,080 1,205,910

⑤徴収不能引当金 △ 83,998 △ 92,081 8,083

 ２　流動資産 7,475,989 10,116,649 △ 2,640,660

（1）現金預金 1,285,633 1,624,215 △ 338,582

（2）未収金 67,918 83,764 △ 15,846

（3）基金 6,126,511 8,416,988 △ 2,290,477

（4）徴収不能引当金 △ 4,073 △ 8,318 4,245 純資産合計 81,836,702 80,558,724 1,277,978

資産合計 131,207,037 133,802,225 △ 2,595,188 負債及び純資産合計 131,207,037 133,802,225 △ 2,595,188

資 産 の 部 負 債 の 部

純 資 産 の 部

年度末において
保有している資産

将来返済しなければ

ならない債務
（将来の負担）

資産から負債を

控除した額
（過去の負担）

庁舎、学校、市営住宅など

土地、建物、工作物等

公園、道路など土地、建物、

工作物等

50万円以上の備品

病院や第三セクター等への

出資金など

市税など１年を超えて回収

されていない債権

（１年以上）

特定の目的の基金の残高

市税など回収されていない

債権で、当該年度に発生し

た分（１年未満）

財政調整基金及び減債基金

の残高

市債（借金）残高のうち、

返済予定が１年以上先のも

の

年度末に全職員が自己都合

で退職した場合の退職手当

の額

市債（借金）残高のうち、

翌年度の返済予定額

翌年度の６月期末手当・勤

勉手当のうち前年度の勤務

の対価に相当する額

契約保証金や源泉徴収所得

税など

道路や公共施設などの資産

を取得するためにこれまで

の世代が負担したもので、

将来返済する必要がないも

の

病院への出資金の実質価格

が低下した場合に計上
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②一般会計等行政コスト計算書の前年度比較

（単位：千円）

令和５年度 令和４年度 対前年度増減

17,198,229 16,709,818 488,411

6,014,388 5,748,870 265,518

5,348,903 5,166,176 182,727

40,246 14,501 25,745

625,239 568,193 57,046

10,687,205 10,225,829 461,376

5,949,780 5,717,942 231,838

663,938 806,128 △ 142,190

4,073,487 3,701,759 371,728

496,636 735,119 △ 238,483

199,231 180,843 18,388

23,402 20,710 2,692

274,003 533,566 △ 259,563

18,325,858 17,558,211 767,647

9,180,931 8,728,846 452,085

6,731,324 6,446,174 285,150

2,410,106 2,377,598 32,508

3,497 5,593 △ 2,096

35,524,087 34,268,029 1,256,058

令和５年度 令和４年度 対前年度増減

792,092 801,840 △ 9,748

2,113,019 1,785,326 327,693

2,905,111 2,587,166 317,945

32,618,976 31,680,863 938,113

令和５年度 令和４年度 対前年度増減

19,207 148,551 △ 129,344
210,435 0 210,435

287 312 △ 25
229,929 148,863 81,066

令和５年度 令和４年度 対前年度増減

6,207 11,140 △ 4,933

792 117,594 △ 116,802

6,999 128,734 △ 121,735

32,841,906 31,700,992 1,140,914

 ２　その他

臨時利益合計

純行政コスト

（純経常行政コスト+臨時損失-臨時利益）

金 額

 １　資産除売却損
 ２　投資損失引当金繰入額
 ３　その他

臨時損失合計

 １　資産売却益

臨 時 利 益

経常費用合計

 １　使用料及び手数料

経 常 収 益

金 額

 ２　その他

経常収益合計

純経常行政コスト

（経常費用-経常収益）

臨 時 損 失

金 額

（3）その他のコスト

①支払利息

②徴収不能引当金繰入額

③その他

 ２　移転費用

（1）補助金等

（2）社会保障給付

（3）他会計への繰出金

（4）その他

③その他

（2）物にかかるコスト

①物件費

②維持補修費

③減価償却費

 １　業務費用

（1）人にかかるコスト

①職員給与費

②賞与等引当金繰入額

経 常 費 用
金 額

毎年度継続的に
発生する費用

毎年度継続的に
発生する収益

臨時的に発生する
費用

臨時的に発生する
収益

職員の人件費

消耗品や委託料、使用料な

ど

建物や道路などを維持管理

するための費用

耐用年数に基づいて計算さ

れた建物や工作物などの価

値の減少分

地方債などの支払利息

団体や個人に支払う補助金

や負担金など

生活保護や児童手当の支給

等に要する福祉的な経費

国民健康保険事業や介護保

険事業などの特別会計

全コストから使用料などの

行政サービスを利用した人

の負担額、臨時損失、臨時

利益を足し引きした額

こども園や市営住宅の使用

料、住民票の交付手数料な

ど

その他経常的収入
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①一般会計等貸借対照表の前年度比較分析

１．資産の部

１．固定資産

（1）有形固定資産

（2）無形固定資産

２．流動資産

２．負債の部

３．純資産の部

②一般会計等行政コスト計算書の前年度比較分析

１．経常費用

２．経常収益

３．純行政コスト

　資産の部全体では、２５億９，５１９万円減少しました。

　業務費用のうち、(2)物にかかるコスト③減価償却費について、エコクリーンピアはりまの減価
償却が通年になったことに伴い３億７，１７３万円増加しています。
　また、移転費用のうち、(1)補助金等については、住民税非課税世帯等支援給付金等の影響によ
り４億５，２０９万円増加しています。(2)社会保障給付については、こども医療費、障害福祉
サービス等の扶助費の増により２億８，５１５万円増加しています。

　経常収益全体では、３億１，７９５万円増えています。主な要因は、学校給食費個人負担金の
増加によるものです。

　負債の部全体では３８億７，３１７万円減少しました。主な要因は、第三セクター等改革推進
債を早期償還したことにより３１億円減少したことによるものです。

　この結果、資産と負債の差額である純資産は１２億７，７９８万円増加しました。

　この結果、純行政コストは１１億４，０９１万円増加しました。

　有形固定資産全体では８億８，８７４万円減少しました。主な要因は、事業用資産１２億８，
６１９万円減少のうち、エコクリーンピアはりまの減価償却が進んだことにより、建物が１２億
３，５２３万円減少したことによるものです。
　インフラ資産が増加しているのは、松村川排水機場の建設などにより建設仮勘定が増加したこ
とによるものです。また、物品については災害対応特殊はしご付消防自動車の取得により８，０
７２万円増加しています。

　無形固定資産はソフトウェアの減価償却により９，２７０万円減少しました。

（3）投資その他の資産

　投資その他の資産全体では１０億２，６９２万円増加しました。主な要因は、特定目的基金の
積立て等により、基金が１２億５９１万円増加したことによるものです。

　流動資産全体では２６億４，０６６万円減少しました。主な要因は、減債基金の取崩しなどに
より基金が２２億９，０４８万円減少したことによるものです。「現金預金」は形式収支（１０
億２，４８４万円）と歳計外現金（２億６，０８０万円）を併せた金額になります。
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（単位：千円）

105,678,598  １　固定負債 45,532,979

98,058,095 （1）地方債 39,135,743

55,221,475 ①地方債（臨時財政対策債除く） 25,423,340

26,184,038 ②臨時財政対策債 13,712,403

26,056,450 （2）退職手当引当金 5,857,218

2,825,158 （3）その他 540,018

155,829  ２　流動負債 3,837,356

41,734,098 （1）1年内償還予定地方債 2,898,749

17,549,184 ①地方債（臨時財政対策債除く） 1,618,668

148,529 ②臨時財政対策債 1,280,081

18,670,594 （2）賞与等引当金 422,322

5,365,791 （3）預り金 260,797

1,102,522 （4）その他 255,488

473,745 負債合計 49,370,335

473,745

7,146,758  １　固定資産等形成分 111,805,109

10,812,394  ２　余剰分（不足分） △ 48,020,857

△ 6,575,169

578,241

2,415,290

△ 83,998

7,475,989

1,285,633

67,918

6,126,511

△ 4,073 純資産合計 63,784,252

113,154,587 負債及び純資産合計 113,154,587

※ 広域ごみ処理施設に係る資産については網掛けにしています。

②インフラ資産

一般会計等貸借対照表
（令和6年3月31日）

資 産 の 部 負 債 の 部

 １　固定資産

（1）有形固定資産

ⅳ建設仮勘定

資産合計

⑤徴収不能引当金

 ２　流動資産

（1）現金預金

（4）徴収不能引当金

（3）基金

　広域ごみ処理施設建設事業に係る経費については、東播２市２町（高砂市、加古川市、
稲美町及び播磨町）で按分負担していますが、資産そのものは高砂市に帰属しているた
め、貸借対照表においては資産形成分の全額が資産計上される一方で、負債については高
砂市負担分の経費に充てた地方債のみ計上されています。しかし、現実には他市町の住民
も将来の経済的便益を享受するものであることからも、実質的には２市２町の資産とみな
すこともできます。
　高砂市の経費負担割合分（２１．８６％）のみを資産計上した場合、資産総額は１，１
３１億５，４５９万円となり、純資産は６３７億８，４２５万円となります。

純 資 産 の 部

（2）無形固定資産

①投資及び出資金

ⅰ土地

ⅱ建物

ⅲ工作物

ⅳ建設仮勘定

①事業用資産

ⅲ工作物

①ソフトウェア

ⅱ建物

ⅰ土地

（2）未収金

【 広域ごみ処理施設に係る資産を高砂市の経費負担割合分で計上した場合の貸借対照表 】

②投資損失引当金

③長期延滞債権

④基金

（3）投資その他の資産

③物品
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Ⅵ．一般会計等財務書類の分析指標

１．歳入額対資産比率

年

２．有形固定資産減価償却率

％

事業分類別有形固定資産減価償却率

％ ％

％ ％

％ ％

％ ％

％ ％

％ ％

％ ％

※広域ごみ処理施設に係る資産を
高砂市負担割合分で計上した場合
56.8%　（前年度55.3%）

100

（前年度）

60.5

41.4

34.5

67.2

61.8

115,084,845

49.9

63.2

63.0

50,357,364

教育

生活インフラ・国土保全

64,499,763
＋

福祉

環境衛生

64,499,763
－

有形固定資産減価償却率

（前年度47.8％）

有形固定資産減価償却率

／　（

　有形固定資産のうち、償却資産の取得価額等に対する減価償却累計額の割合を算出するこ
とにより、耐用年数に対して資産の取得からどの程度経過しているのかを示した指標です。
　この比率が高ければ高いほど、近い将来、施設等の大規模改修や建替等が必要になる可能
性があります。

有形固定資産合計

2.94131,207,037 44,623,119

※広域ごみ処理施設に係る資産を
高砂市負担割合分で計上した場合
2.54年　（前年度2.68年）

減価償却累計額
） ×

減価償却累計額

＝

土地等の非償却資産

　財務書類のデータ等による指標を分析することにより、高砂市の財政状況を多角的に分析
することが可能となります。また、各指標は経年で比較することや類似団体と比較すること
により、全体の大まかな傾向を把握するのに有効です。
　なお、各指標は平成３１年３月に総務省が公表した「地方公会計の推進に関する研究会報
告書」に基づき算出していますが、単年度に発生した取引の影響で大きく数値が変動した
り、他団体は別の算出方法により指標を作成している場合があるため、経年比較や類似団体
比較をする場合には留意が必要です。

　歳入総額に対する資産の比率を算定することにより、これまでに形成されたストックであ
る資産は、歳入の何年分に相当するかを表し、資産形成の度合いを測ることができます。
　この比率が高いほど社会資本の整備が進んでいると考えられますが、これからの維持管理
に多額の経費が必要となります。

資産合計
／

12.3　(31.3)

歳入総額
＝

歳入額対資産比率

（前年度3.11年）

20.9

産業振興

67.2

総務

※ 上記表内(　)書きは、広域ごみ処理施設の高砂市負担割合分で計上した場合を表記してい
　 ます。
※ 参考資料として、一般会計等有形固定資産明細表を掲載しています。（５０ページ）

事業分類

22.7

14.8（29.7）

37.0

40.1

消防（警察）
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将来負担比率及び有形固定資産減価償却率の組み合わせによる分析

　将来負担比率が類似団体を上回っている一方、有形固定資産減価償却率は類似団体よりも
低い水準となっています。

　これは必要な投資を行い、施設の老朽化対策を行っている結果といえます。

※ 上記表内(　)書きは、広域ごみ処理施設の高砂市負担割合分で計上した場合を表記して
　 います。グラフでは、■印で表記しています。

類団傾向

高砂市傾向

H30 R1 R2 R3 R4 R5

将来負担比率 71.2% 66.4% 70.8% 72.4% 61.0% 51.6%

有形固定資産減価償却率 58.0% 56.2% 57.6% 56.8% 47.8%（55.3%） 49.9%（56.8%）

将来負担比率 25.3% 25.5% 25.1% 18.0% 12.7% ―

有形固定資産減価償却率 59.7% 60.9% 61.0% 62.1% 63.1% ―

高砂市

類団平均値
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62.4

23.1

４．受益者負担比率

8.2

５．行政コスト対税収等比率

％

％ （前年度25.1％）

2,905,111
＝

／

社会資本等形成の将来世代負担比率

受益者負担の割合

％ （前年度60.2％）

※地方債残高は、地方債合計から臨時財政対策債、減収補填債特例分、減税補填債、臨時税
収補填債、臨時財政特例債の合計を除いた金額です。

　行政コスト計算書の経常収益は、使用料・手数料など行政サービスに係る受益者負担の金
額ですので、これを経常費用と比較することにより、行政サービスの提供に対する受益者負
担の割合を算出することができます。

×　100

補助金等受入（その他一般財源等）

＋ ）（

＝

　税収などの一般財源等に対する純経常行政コストの比率をみることにより、当該年度の税
収等のうち、どれだけが資産形成の伴わない行政コストに消費されたのかがわかります。こ
の比率が100％に近づくほど資産形成の余裕度が低いといえ、さらに100％を上回ると、過去
から蓄積した資産が取崩されたことを表します。

／

※広域ごみ処理施設に係る資産を
高砂市負担割合分で計上した場合
56.4％　（前年度53.8％）

純資産

81,836,702

※広域ごみ処理施設に係る資産を
高砂市負担割合分で計上した場合
27.1％　（前年度29.9％）

115,558,590
× ＝

純資産比率

32,618,976 9,455,965

（前年度93.7％）

経常収益

一般財源

／

経常費用

％ （前年度7.5％）

131,207,037
× 100

97.2

26,661,951

× 100

３．社会資本等形成の世代間負担比率(純資産比率(過去及び現世代負担比率)、将来世代負担比率)

24,111,559

＝

純経常行政コスト

行政コスト対税収等比率

／

地方債残高
100

　総資産のうち、純資産による形成割合を見ることにより、これまでの世代（過去及び現世
代）によって既に負担された割合をみることができます。
　また、負債に着目すれば、将来返済しなければならない、今後の世代によって負担する割
合を見ることができます。
　将来世代負担比率が低い方が財政的には健全といえますが、世代間負担の公平を図るため
には、過去及び現世代が過度に負担することも適当ではありません。

35,524,087

資産合計

有形・無形固定資産合計
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【住民一人当たり貸借対照表】 （単位：千円）

人

【住民一人当たり行政コスト計算書】 （単位：千円）

人

3

407

6

28

105

2,905,111

496,636

47

支払利息

5,949,780

流動負債

その他

7

徴収不能引当金繰入額

項目

職員給与費

維持補修費

賞与等引当金繰入額

無形固定資産

18,325,858

負債合計

物件費

その他

3

     経常収益　　　　　　b

     臨時利益　　　　　　e

社会保障給付

移転費用　小計

3,497

274,003

     経常費用　合計　　　ａ

210

9,180,931

0

その他のコスト　小計

1,502

純行政コスト　　　 c＋（d－e）　 376

2,410,106

6,999 0

8

122

35,524,087

23,402

資産合計

87,360

663,938

住民基本台帳人口（R6.1.1）

補助金等

     臨時損失　　　　　　d

32,841,906

229,929

他会計への繰出金

その他

3,837,356

41,734,098

8,172,458

937

478

44

49,370,335 565

45,532,979

131,207,037

一般会計等項目

有形固定資産

流動資産

69

住民一人当たり

5,348,903

0

625,239

115,084,845

人にかかるコスト　小計

199,231

減価償却費

7,475,989

一般会計等

5

521

物品

6,731,324 77

純経常行政コスト　 c＝ａ－ｂ　　 32,618,976

87,360

827

純資産合計 81,836,702

物にかかるコスト　小計

2

投資その他の資産

40,246

61

６．住民一人当たり財務書類

固定資産

86

94

473,745

インフラ資産

1,102,522

住民一人当たり

13

1,317

事業用資産

　住民一人当たりの貸借対照表や行政コスト計算書の各項目の金額を算出することにより、
人口規模等を考慮しないで済むため、他の地方公共団体と比較しやすくなります。また、よ
り市民の皆様が実感を持てる数値となります。

123,731,048 1,416

72,248,225

373

68

4,073,487

10,687,205

0

6,014,388

住民基本台帳人口（R6.1.1）

33

固定負債
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７．債務償還可能年数

6.6 年

８．基礎的財政収支（プライマリーバランス）

千円

将来負担額

64,555,529
－

基礎的財政収支
（プライマリーバランス）

22,616,184

※経常一般財源等（歳入）等＝経常一般財源等＋減収補填債特例分発行額＋臨時財政対策債
発行可能額

※充当可能財源は、地方公共団体財政健全化法上の将来負担率算定式の「充当可能基金残高
＋充当可能特定歳入」です。

　自治体の抱えている実質債務を経常的に確保できる資金で返済した場合に何年で返済でき
るかを表す指標で、借金の多さや債務返済能力を測る指標です。
　自治体が抱えている借金を返済するには、何らかの形で資金を確保しなければなりませ
ん。また、安定的に返済を行っていかなければならないため、その資金は経常的に確保でき
る必要があります。この指標が小さいほど、債務償還能力が高いことになります。

債務償還可能年数

※将来負担額は、地方公共団体財政健全化法上の将来負担率の算定式により算出した金額です。

15,669,623

※業務活動収支は、支払利息支出を除いた金額です。
※投資活動収支は、基金積立金支出と基金取崩収入を除いた金額です。

経常経費充当財源等

業務活動収支 投資活動収支
＋

2,807,056△ 2,286,1045,093,160

　地方債等の元利償還額を除いた歳出と、地方債等発行収入を除いた歳入のバランスをみる
もので、プライマリーバランスが均衡している場合には、経済成長率が長期金利を下回らな
い限り経済規模に対する地方債等の比率は増加せず、持続可能な財政運営であるといえま
す。

－

＝

※経常経費充当財源等は、経常経費充当一般財源等から、地方公共団体財政健全化法上の実
質公債費率算定式の「債務負担行為のうち公債費に準ずるもの、公営企業や一部事務組合等
の起こした地方債の償還財源に充てた繰出金や負担金等」と、元金償還金（経常経費充当一
般財源等）を除いた金額です。

充当可能財源

（前年度6.5年）

＝

（前年度2,045,448千円）

経常一般財源等（歳入）等

19,007,188
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Ⅶ．全体財務書類

（単位：千円）

197,011,632  １　固定負債 102,069,956

188,826,193 （1）地方債 64,754,714

76,677,403 ①地方債（臨時財政対策債除く） 51,042,311

27,947,823 ②臨時財政対策債 13,712,403

45,557,645 （2）退職手当引当金 7,290,404

ⅲ工作物 3,016,106 （3）その他 30,024,838

155,829  ２　流動負債 8,894,829

102,362,427 （1）1年内償還予定地方債 5,534,794

20,936,470 ①地方債（臨時財政対策債除く） 4,254,713

3,357,914 ②臨時財政対策債 1,280,081

71,786,899 （2）未払金 1,522,710

506,372 （3）未払費用 －

5,774,772 （4）前受金 2,928

9,786,363 （5）賞与等引当金 665,679

2,124,171 （6）預り金 721,293

6,061,268 （7）その他 447,425

273,083 負債合計 110,964,785

906,473

5,001,187  １　固定資産等形成分 203,138,143

91,601  ２　余剰分（不足分） △ 95,632,100

△ 211,076

21,459,196

14,784,917

552,083

6,126,511

7,835

772

△ 12,922 純資産合計 107,506,043

218,470,828 負債及び純資産合計 218,470,828

純 資 産 の 部

資産合計

（2）未収金

（3）基金

（4）棚卸資産

（5）その他

（6）徴収不能引当金

③基金

④その他

⑤徴収不能引当金

 ２　流動資産

（1）現金預金

ⅴ建設仮勘定

③物品

（2）無形固定資産

（3）投資その他の資産

①投資及び出資金

②長期延滞債権

ⅳ建設仮勘定

②インフラ資産

ⅰ土地

ⅱ建物

ⅲ工作物

ⅳその他

ⅰ土地

ⅱ建物

全体貸借対照表
（令和6年3月31日）

資 産 の 部 負 債 の 部

 １　固定資産

（1）有形固定資産

①事業用資産
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１．全体貸借対照表からみた財政状況

（１）資産の部

①有形固定資産

②投資その他の資産

③流動資産

（２）負債の部

①固定負債

②流動負債

（３）純資産の部

　資産の部から負債の部を差引いた純資産は１，０７５億６０４万円となっており、資産に占め
る純資産の割合である純資産比率は４９．２％となります。

　「流動負債」は８８億９，４８３万円で、内訳は「1年内償還予定地方債」が５５億３，４７
９万円、「未払金」が１５億２，２７１万円、「前受金」が２９３万円、「賞与等引当金」が６
億６，５６８万円、「預り金」が７億２，１２９万円、前述したもの以外の流動負債「その他」
が４億４，７４３万円となっています。

　「固定負債」は１，０２０億６，９９６万円となっています。内訳は、「地方債」が６４７億
５，４７１万円、「退職手当引当金」が７２億９，０４０万円、前述したもの以外の固定負債
「その他」が３００億２，４８４万円となりました。

　「流動資産」の総額は、２１４億５，９２０万円となっています。「現金預金」が１４７億
８，４９２万円、収入未済額のうち、その年度に新たに発生した「未収金」が５億５，２０８万
円、「徴収不能引当金」を１，２９２万円マイナス計上しています。

　「投資その他の資産」は６０億６，１２７万円で、うち、期限が到来してから１年以上回収で
きていない債権である「長期延滞債権」を将来、回収により現金化可能な資産として９億６４７
万円を資産計上しています。また、長期延滞債権のうち、時効等により回収が困難になると見込
まれる額である「徴収不能引当金」を２億１，１０８万円マイナス計上しています。なお、投資
及び出資金が一般会計等と比べて減少しているのは、病院事業会計への出資金を相殺消去してい
るためです。

　有形固定資産は総資産額の８６．４％に達しており、「インフラ資産」が１，０２３億６，２
４３万円（構成比５４．２％）で最も高い割合を示しており、一般会計等と比べ約６０６億円増
加しているのは、上下水道事業の資産を合算したことによるものです。次に「事業用資産」が７
６６億７，７４０万円（構成比４０．６％）となっています。

　「固定資産」は１，９７０億１，１６３万円で、そのうち土地や建物等の「有形固定資産」が
１，８８８億２，６１９万円で、うち土地は４８８億８，４２９万円となっています。

　高砂市の令和５年度全体貸借対照表は、資産が２，１８４億７，０８３万円、負債が１，１０９
億６，４７９万円であり、資産から負債を差引いた純資産は１，０７５億６０４万円となりまし
た。

　全体貸借対照表は、一般会計等に病院事業、水道事業、国民健康保険事業等の公営事業会計を連
結した、市全体の資産や負債のストック情報を網羅した財務書類です。

27



（単位：千円）

27,594,328
9,539,498
8,042,823
267,600
27,006

1,202,069
16,675,470
8,464,943
908,724

7,278,033
23,770

1,379,360
603,913
70,140

705,307
30,298,364
23,559,518
6,735,174

3,672
57,892,692

6,194,364
2,293,536
8,487,900

49,404,792

28,001
756

28,757

6,229
3,156
9,385

49,424,164

 １　資産除売却損

 ２　その他

臨時利益合計

純行政コスト

（純経常行政コスト+臨時損失-臨時利益）

経常収益合計

純経常行政コスト

（経常費用-経常収益）

臨 時 損 失

 ２　その他

臨時損失合計

臨 時 利 益

 １　資産売却益

（2）社会保障給付

（3）その他

経常費用合計

経 常 収 益

 １　使用料及び手数料

 ２　その他

（3）その他のコスト

①支払利息

②徴収不能引当金繰入額

③その他

 ２　移転費用

（1）補助金等

④その他

（2）物にかかるコスト

①物件費

②維持補修費

③減価償却費

④その他

全体行政コスト計算書
（令和5年4月1日～令和6年3月31日）

経 常 費 用

 １　業務費用

（1）人にかかるコスト

①職員給与費

③退職手当引当金繰入額

②賞与等引当金繰入額
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２．全体行政コスト計算書からみた財政状況

（１）人にかかるコスト

（２）物にかかるコスト

（３）その他のコスト

（４）移転費用

　「職員給与費」は８０億４，２８２万円、「賞与等引当金繰入額」は２億６，７６
０万円、「退職手当引当金繰入額」は２，７０１万円、その他の人件費は１２億２０
７万円となり、人にかかるコストは経常費用の１６．５％を占めています。

　「支払利息」は６億３９１万円、「徴収不能引当金繰入額」は７，０１４万円、そ
の他の行政コストは７億５３１万円となり、その他のコストは経常費用の２．４％を
占めています。

　「補助金等」は２３５億５，９５２万円、「社会保障給付」は６７億３，５１７万
円、その他の移転費用は３６７万円となり、移転費用は経常費用の５２．３％を占め
ています。

　令和５年度の全体行政コスト計算書は、「経常費用」は５７８億９，２６９万円、
「経常収益」は８４億８，７９０万円となり、差引いた「純経常行政コスト」は４９
４億４７９万円となりました。これに「臨時損失」と「臨時利益」の差額を含めた
「純行政コスト」は４９４億２，４１６万円となりました。

　「物件費」は８４億６，４９４万円、「維持補修費」は９億８７２万円、「減価償
却費」は７２億７，８０３万円、その他の物件費は２，３７７万円となり、物にかか
るコストは経常費用の２８．８％を占めています。

29



（単位：千円）

105,787,023

△ 49,424,164

52,828,616

33,066,032

19,762,584

3,404,452

△ 4,712

53,459

△ 1,734,179

1,719,020

107,506,043

本年度差額

資産評価差額

その他

本年度純資産変動額

無償所管換等

全体純資産変動計算書
（令和5年4月1日～令和6年3月31日）

前年度末純資産残高

純行政コスト（△）

財源

税収等

国県等補助金

本年度末純資産残高
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３．全体純資産変動計算書からみた財政状況

（１）純行政コスト

（２）財源

（３）無償所管換等

　「財源」の合計は、５２８億２，８６２万円となりました。

　「無償所管換等」は５，３４６万円となりました。

　全体純資産変動計算書は、全体貸借対照表の純資産の部に計上されている各数値が１年間でど
のように変動したかを表す財務書類です。令和５年度の期末純資産残高は１，０７５億６０４万
円となり、前年度から１７億１，９０２万円増加しています。なお、本年度末純資産残高は、全
体貸借対照表の純資産合計と一致します。

　「純行政コスト」は、全体行政コスト計算書の純行政コストと一致しています。「純行政コス
ト」は４９４億２，４１６万円のマイナスとなりました。
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（単位：千円）

56,567,376

19,396,927

9,546,185

8,751,547

603,913

495,282

37,170,449

30,406,078

6,735,174

29,197

64,858,690

36,879,733

19,171,272

6,314,675

2,493,010

469

469

2,364

8,293,209

7,064,291

4,297,038

2,279,703

487,550

5,419,963

825,751

3,340,083

484,370

76,402

693,357

△ 1,644,328

（5）その他の収入

投資活動収支

（3）貸付金支出

 ２　投資活動収入

（1）国県等補助金収入

（2）基金取崩収入

（3）貸付金元金回収収入

（4）資産売却収入

（4）その他の収入

業務活動収支

投 資 活 動 収 支

 １　投資活動支出

（1）公共施設等整備費支出

（2）基金積立金支出

 ３　臨時支出

（1）その他の支出

 ４　臨時収入

（1）税収等収入

（2）国県等補助金収入

（3）使用料及び手数料収入

②物件費支出

③支払利息支出

④その他の支出

（2）移転費用支出

①補助金等支出

②社会保障給付支出

全体資金収支計算書
（令和5年4月1日～令和6年3月31日）

業 務 活 動 収 支

 １　業務支出

（1）業務費用支出

①人件費支出

③その他の支出

 ２　業務収入
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9,301,856

8,938,726

363,130

3,532,015

3,501,935

30,080

△ 5,769,841

879,040

13,645,080

14,524,120

277,827

△ 17,030

260,797

14,784,917

４．全体資金収支計算書からみた財政状況

（１）業務活動収支

（２）投資活動収支

（３）財務活動収支

（４）本年度資金収支額

　「財務活動収支」の支出合計は、９３億１８６万円、収入合計は３５億３，２０２万円とな
り、差引き５７億６，９８４万円の赤字となりました。

　「業務活動収支額」、「投資活動収支額」、「財務活動収支額」を合算した額です。８億７，
９０４万円の黒字となりました。

　市全体の資産のうち、現金資産に注目し、各会計の収支を「業務活動収支」、「投資活動収
支」、「財務活動収支」の３つに区分して表示し、その会計年度の収支の実態を反映させた資金
収支計算書を連結したものが、全体資金収支計算書です。

　「業務活動収支」の支出合計は、５６５億６，７８５万円、収入合計は６４８億６，１０５万
円となり、差引き８２億９，３２１万円の黒字となりました。

　「投資活動収支」の支出合計は、７０億６，４２９万円、収入合計は５４億１，９９６万円と
なり、差引き１６億４，４３３万円の赤字となりました。

本年度末資金残高

前年度末歳計外現金残高

本年度歳計外現金増減額

本年度末歳計外現金残高

本年度末現金預金残高

 ２　財務活動収入

（2）その他の収入

財務活動収支

本年度資金収支額

前年度末資金残高

財 務 活 動 収 支

 １　財務活動支出

（1）地方債償還支出

（2）その他の支出

（1）地方債発行収入
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Ⅷ．連結財務書類

（単位：千円）

197,235,924  １　固定負債 102,069,956

188,907,055 （1）地方債 64,754,714

76,758,265 ①地方債（臨時財政対策債除く） 51,042,311

28,028,686 ②臨時財政対策債 13,712,403

45,557,645 （2）退職手当引当金 7,290,404

3,016,105 （3）その他 30,024,838

155,829  ２　流動負債 8,923,210

102,362,427 （1）1年内償還予定地方債 5,534,794

20,936,470 ①地方債（臨時財政対策債除く） 4,254,713

3,357,914 ②臨時財政対策債 1,280,081

71,786,899 （2）未払金 1,548,287

506,372 （3）未払費用 －

5,774,772 （4）前受金 4,139

9,786,363 （5）賞与等引当金 665,679

2,124,472 （6）預り金 722,886

6,204,397 （7）その他 447,425

108,083 負債合計 110,993,166

908,257

5,307,532  １　固定資産等形成分 203,362,435

91,601  ２　余剰分（不足分） △ 95,269,260

△ 211,076  ３　他団体出資等分 205,000

22,055,417

15,175,004

553,217

6,126,511

7,835

205,772

△ 12,922 純資産合計 108,298,175

219,291,341 負債及び純資産合計 219,291,341資産合計

①投資及び出資金

②長期延滞債権

③基金

④その他

（4）棚卸資産

純 資 産 の 部

（5）その他

（6）徴収不能引当金

（3）基金

⑤徴収不能引当金

 ２　流動資産

（1）現金預金

（2）未収金

ⅱ建物

ⅲ工作物

ⅴ建設仮勘定

③物品

（3）投資その他の資産

ⅳその他

（2）無形固定資産

ⅰ土地

ⅱ建物

ⅲ工作物

ⅳ建設仮勘定

②インフラ資産

ⅰ土地

連結貸借対照表
（令和6年3月31日）

資 産 の 部 負 債 の 部

 １　固定資産

（1）有形固定資産

①事業用資産

34



１．連結貸借対照表からみた財政状況

（１）資産の部

①有形固定資産

②投資その他の資産

③流動資産

（２）負債の部

①固定負債

②流動負債

（３）純資産の部

　資産の部から負債の部を差引いた純資産は１，０８２億９，８１８万円となっており、資産に
占める純資産の割合である純資産比率は４９．４％となります。

　高砂市の令和５年度連結貸借対照表は、資産が２，１９２億９，１３４万円、負債が１，１０９
億９，３１７万円であり、資産から負債を差引いた純資産は１，０８２億９，８１８万円となりま
した。

　「固定資産」は１，９７２億３，５９２万円で、そのうち土地や建物等の「有形固定資産」が
１，８８９億７０６万円で、うち土地は４８９億６，５１６万円となっています。

　有形固定資産は総資産額の８６．１％に達しており、「インフラ資産」が１，０２３億６，２
４３万円（構成比５４．２％）で最も高い割合を示しており、一般会計等と比べ約６０６億円増
加しているのは、上下水道事業の資産を合算したことによるものです。次に「事業用資産」が７
６７億５，８２７万円（構成比４０．６％）となっています。

　「投資その他の資産」は６２億４４０万円で、うち、期限が到来してから１年以上回収できて
いない債権である「長期延滞債権」を将来、回収により現金化可能な資産として９億８２６万円
を資産計上しています。また、長期延滞債権のうち、時効等により回収が困難になると見込まれ
る額である「徴収不能引当金」を２億１，１０８万円マイナス計上しています。なお、投資及び
出資金が一般会計等と比べて減少しているのは、連結対象会計・団体・法人間で出資金・出捐金
を相殺消去しているためです。

　連結貸借対照表は、連結対象の各会計・団体・法人をひとつの行政サービスの実施体とみなし
て、資産や負債のストック情報を網羅した財務書類です。連結に際して、一般会計等から連結対象
会計・法人等への出資金や連結対象会計・法人等の間での内部取引は相殺消去を行っています。

　「流動資産」の総額は、２２０億５，５４２万円となっています。「現金預金」が１５１億
７，５００万円、収入未済額のうち、その年度に新たに発生した「未収金」が５億５，３２２万
円、「徴収不能引当金」を１，２９２万円マイナス計上しています。

　「固定負債」は１，０２０億６，９９６万円となっています。内訳は一般会計等及び下水道事
業、病院事業、水道事業等の「地方公共団体」の地方債が６４７億５，４７１万円、「退職手当
引当金」が７２億９，０４０万円、前述したもの以外の固定負債「その他」が３００億２，４８
４万円となりました。

　「流動負債」は８９億２，３２１万円で、内訳は「1年内償還予定地方債」が５５億３，４７
９万円、「未払金」が１５億４，８２９万円、「前受金」が４１４万円、「賞与等引当金」が６
億６，５６８万円、「預り金」が７億２，２８９万円、前述したもの以外の流動負債「その他」
が４億４，７４３万円となっています。
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（単位：千円）

27,874,027
9,637,454
8,138,183
267,600
27,006

1,204,665
16,702,782
8,455,461
945,518

7,278,033
23,770

1,533,791
603,913
70,140

859,738
40,543,518
33,795,233
6,735,174

13,111
68,417,545

6,194,364
2,325,763
8,520,127

59,897,418

28,001
1,337

29,338

6,229
3,156
9,385

59,917,371

②賞与等引当金繰入額

連結行政コスト計算書
（令和5年4月1日～令和6年3月31日）

経 常 費 用

 １　業務費用

（1）人にかかるコスト

①職員給与費

④その他

③退職手当引当金繰入額

④その他

（2）物にかかるコスト

①物件費

（3）その他のコスト

②維持補修費

③減価償却費

①支払利息

②徴収不能引当金繰入額

③その他

 ２　移転費用

（1）補助金等

臨時損失合計

（2）社会保障給付

（3）その他

経常費用合計

経 常 収 益

 １　使用料及び手数料

 ２　その他

経常収益合計

純経常行政コスト

（経常費用-経常収益）

臨 時 損 失

 ２　その他

臨 時 利 益

 ２　その他

 １　資産売却益

臨時利益合計

 １　資産除売却損

純行政コスト

（純経常行政コスト+臨時損失-臨時利益）
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２．連結行政コスト計算書からみた財政状況

（１）人にかかるコスト

（２）物にかかるコスト

（３）その他のコスト

（４）移転費用

　令和５年度の連結行政コスト計算書は、「経常費用」は６８４億１，７５５万円、
「経常収益」は８５億２，０１３万円となり、差引いた「純経常行政コスト」は５９
８億９，７４２万円となりました。これに「臨時損失」と「臨時利益」の差額を含め
た「純行政コスト」は５９９億１，７３７万円となりました。

　「物件費」は８４億５，５４６万円、「維持補修費」は９億４，５５２万円、「減
価償却費」は７２億７，８０３万円、その他の物件費は２，３７７万円となり、物に
かかるコストは経常費用の２４．４％を占めています。

　「補助金等」は３３７億９，５２３万円、「社会保障給付」は６７億３，５１７万
円、その他の移転費用は１，３１１万円となり、移転費用は経常費用の５９．３％を
占めています。

　「職員給与費」は８１億３，８１８万円、「賞与等引当金繰入額」は２億６，７６
０万円、「退職手当引当金繰入額」は２，７０１万円、その他の人件費は１２億４６
７万円となり、人にかかるコストは経常費用の１４．１％を占めています。

　「支払利息」は６億３９１万円、「徴収不能引当金繰入額」は７，０１４万円、そ
の他の行政コストは８億５，９７４万円となり、その他のコストは経常費用の２．
２％を占めています。
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（単位：千円）

106,548,983

△ 59,917,371

63,347,048

38,270,210

25,076,838

3,429,677

△ 3,758

53,459

△ 1,730,186

1,749,192

108,298,175

本年度差額

資産評価差額

その他

本年度純資産変動額

本年度末純資産残高

無償所管換等

連結純資産変動計算書
（令和5年4月1日～令和6年3月31日）

前年度末純資産残高

純行政コスト（△）

財源

税収等

国県等補助金
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３．連結純資産変動計算書からみた財政状況

（１）純行政コスト

（２）財源

（３）無償所管換等

　「財源」の合計は、６３３億４，７０５万円となりました。

　「無償所管換等」は５，３４６万円となりました。

　連結純資産変動計算書は、連結貸借対照表の純資産の部に計上されている各数値が１年間でど
のように変動したかを表す財務書類です。令和５年度の期末純資産残高は１，０８２億９，８１
８万円となり、前年度から１７億４，９１９万円増加しています。なお、本年度末純資産残高
は、連結貸借対照表の純資産合計と一致します。

　「純行政コスト」は、連結行政コスト計算書の純行政コストと一致しています。「純行政コス
ト」は５９９億１，７３７万円のマイナスとなりました。
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（単位：千円）

72,316,093

19,864,488

9,546,199

9,073,913

603,913

640,463

52,451,605

45,687,234

6,735,174

29,197

80,639,169

46,974,473

24,511,062

6,314,675

2,838,959

469

469

2,364

8,324,971

7,203,942

4,297,038

2,419,354

487,550

5,577,514

825,751

3,497,634

484,370

76,402

693,357

△ 1,626,428

（3）貸付金元金回収収入

（5）その他の収入

投資活動収支

（1）公共施設等整備費支出

 ３　臨時支出

（3）貸付金支出

 ２　投資活動収入

（1）国県等補助金収入

 ４　臨時収入

①補助金等支出

②社会保障給付支出

（2）基金積立金支出

③その他の支出

 ２　業務収入

（1）税収等収入

（4）その他の収入

業務活動収支

投 資 活 動 収 支

 １　投資活動支出

連結資金収支計算書
（令和5年4月1日～令和6年3月31日）

業 務 活 動 収 支

 １　業務支出

（1）業務費用支出

①人件費支出

②物件費支出

③支払利息支出

（2）国県等補助金収入

（3）使用料及び手数料収入

（1）その他の支出

（2）基金取崩収入

（4）資産売却収入

④その他の支出

（2）移転費用支出
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9,301,858

8,938,726

363,132

3,532,015

3,501,935

30,080

△ 5,769,843

928,700

13,983,250

1,836

14,913,786

278,261

△ 17,043

261,218

15,175,004

４．連結資金収支計算書からみた財政状況

（１）業務活動収支

（２）投資活動収支

（３）財務活動収支

（４）本年度資金収支額

　「財務活動収支」の支出合計は、９３億１８６万円、収入合計は３５億３，２０２万
円となり、差引き５７億６，９８４万円の赤字となりました。

（1）地方債発行収入

　連結対象団体の資産のうち、現金資産に注目し、各会計・団体・法人の収支を「業務
活動収支」、「投資活動収支」、「財務活動収支」の３つに区分して表示し、その会計
年度の収支の実態を反映させた資金収支計算書を連結したものが、連結資金収支計算書
です。

　「業務活動収支」の支出合計は、７２３億１，６５６万円、収入合計は８０６億４，
１５３万円となり、差引き８３億２，４９７万円の黒字となりました。

　「投資活動収支」の支出合計は、７２億３９４万円、収入合計は５５億７，７５１万
円となり、差引き１６億２，６４３万円の赤字となりました。

 ２　財務活動収入

　「業務活動収支額」、「投資活動収支額」、「財務活動収支額」を合算した額です。
９億２，８７０万円の黒字となりました。

前年度末歳計外現金残高

本年度歳計外現金増減額

本年度末歳計外現金残高

本年度末現金預金残高

本年度資金収支額

経費負担割合の変更に伴う差額

本年度末資金残高

財 務 活 動 収 支

 １　財務活動支出

（1）地方債償還支出

（2）その他の支出

（2）その他の収入

財務活動収支

前年度末資金残高

41



Ⅸ．連結財務書類の分析

１．貸借対照表の連単分析

（単位：千円）

　連結貸借対照表の資産合計は一般会計等の1.67倍になっており、固定資産が
1.59倍、流動資産は2.95倍となっています。また、投資等が0.76倍と一般会計等
の数値より小さくなっているのは、投資及び出資金のほとんどが連結対象となる
会計や団体に対するものですので、連結全体で考えれば単なる内部取引として連
結対象となる会計や団体の資本と相殺消去されるためです。
　また、負債合計が一般会計等の2.25倍となっています。これは、下水道事業、
水道事業及び病院事業の起債の残高が多いためです。

108,298,175 1.32

物品

2.95

投資その他の資産

流動資産

102,069,956

8,923,210 2.33

49,370,335 110,993,166 2.25

219,291,341 1.67

45,532,979

3,837,356

2.24

1.06

有形固定資産

事業用資産

無形固定資産

131,207,037

6,204,397 0.76

7,475,989 22,055,417

8,172,458

固定負債

流動負債

123,731,048

72,248,225

41,734,098

一般会計等
（Ａ）

115,084,845

インフラ資産

473,745

連単倍率
（Ｂ）/（Ａ）

固定資産 197,235,924 1.59

項目

1,102,522

連結
（Ｂ）

1.64188,907,055

76,758,265

102,362,427 2.45

9,786,363 8.88

2,124,472 4.48

純資産合計

資産合計

81,836,702

　連結財務書類の分析の方法として、連単分析があります。これは、一般会計等財務書類の数値
と連結財務書類の数値を比較することにより、一般会計等以外での資産や行政サービスの規模等
を把握することができます。

　資産や負債の連単倍率（連結財務書類計上額÷一般会計等財務書類計上額）を分析するこ
とにより、一般会計等だけでは見えない公共資産整備の状況や借金の規模を把握することが
できます。また、有形固定資産の性質別区分の連単倍率を比較することで、一般会計等以外
の会計・団体・法人でどのような性質の資産整備が行われているかを分析することができま
す。

負債合計

42



２．行政コスト計算書の連単分析

（単位：千円）

　連結行政コスト計算書の経常費用合計は、一般会計等の1.93倍になっています。そ
のうち、補助金等にかかるコストは3.68倍となっています。これは国民健康保険、後
期高齢者医療、介護保険などにかかるコストが大きいためです。他会計への繰出金が
連結では0円になっているのは、一般会計等から他会計への繰出金などの会計間の内
部取引を相殺消去しているためです。また、支払利息が3.03倍と非常に高くなってい
るのは、下水道事業の起債の利息が多くなっているためです。
　経常収益は、一般会計等の2.93倍と高くなっています。これは、病院事業、下水道
事業、水道事業の事業収入等が計上されているためです。

59,917,371 1.82

229,929 29,338 0.13

6,999 9,385 1.34

32,841,906

3,497 13,111 3.75

18,325,858 40,543,518 2.21

1,533,791 3.09

9,180,931 33,795,233 3.68

－ ―2,410,106

6,735,174 1.00

70,140 3.00

274,003 859,738 3.14

連単倍率
（Ｂ）/（Ａ）

項目

職員給与費

その他

4,073,487

10,687,205

人にかかるコスト　小計

一般会計等
（Ａ）

連結
（Ｂ）

8,138,183

退職手当引当金繰入額 － 27,006

賞与等引当金繰入額

支払利息

徴収不能引当金繰入額

その他

物件費

減価償却費

その他

物にかかるコスト　小計

維持補修費

他会計への繰出金

その他

5,348,903

625,239

6,014,388

5,949,780

－

移転費用　小計

臨時損失　　　　　 d

臨時利益　　　　　 e

純行政コスト　　　c＋（d－e）

その他のコスト　小計

補助金等

経常費用　　　合計 ａ

純経常行政コスト　 c＝ａ－ｂ　

経常収益　　　　　 ｂ

1.52

1.42

7,278,033 1.79

1,204,665 1.93

9,637,454 1.60

8,455,461

―

199,231 603,913 3.03

23,770 ―

16,702,782 1.56

23,402

496,636

2,905,111 8,520,127 2.93

1.93

663,938 945,518 1.42

社会保障給付 6,731,324

40,246 267,600 6.65

32,618,976 59,897,418 1.84

35,524,087 68,417,545
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３．純資産変動計算書の連単分析

（単位：千円）

４．資金収支計算書の連単分析

（単位：千円）

 連結純資産変動計算書の国県等補助金は、一般会計等の2.50倍になっています。
これは国民健康保険、介護保険で療養給付費負担金などの国県支出金を計上して
いることによるものです。

 連結資金収支計算書の本年度末現金預金残高は、一般会計等の11.8倍になってい
ます。これは水道事業における現金預金額が大きいためです。

本年度末純資産残高 81,841,414 108,298,175 1.32

項目

53,459

純行政コスト（△） △ 32,841,906

無償所管換等

0

24,111,559

△ 3,758

前年度末純資産残高

38,270,210

その他 － △ 1,730,186

-4.62△ 11,576

－資産評価差額

25,076,838 2.50国県等補助金

1.59税収等

10,024,613

△ 59,917,371 1.82

一般会計等
（Ａ）

連結
（Ｂ）

連単倍率
（Ｂ）/（Ａ）

80,558,724 106,548,983 1.32

業務収入 36,420,721 80,639,169 2.21

項目
一般会計等

（Ａ）
連結
（Ｂ）

連単倍率
（Ｂ）/（Ａ）

業務活動収支額　　　　（ａ） 4,893,929

投資活動収支額　　　　（ｂ） △ 1,201,538 △ 1,626,428 1.35

投資活動支出 5,511,512 7,203,942 1.31

投資活動収入 4,309,974 5,577,514 1.29

財務活動収支額　　　　（ｃ） △ 4,013,944 △ 5,769,843 1.44

財務活動支出 6,559,979 9,301,858 1.42

財務活動収入 2,546,035

本年度末現金預金残高（ｅ）+（ｆ） 1,285,633 15,175,004 11.80

本年度資金収支額（ｄ＝ａ+ｂ+ｃ） 928,700 -2.89

本年度末歳計外現金残高（ｆ）

本年度末資金残高　　　（ｅ） 1,024,836 14,913,786 14.55

△ 321,553

8,324,971

260,797 261,218 1.00

3,532,015 1.39

業務支出 31,526,792 72,316,093 2.29

―

1.70
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参 考 資 料

総務省「統一的な基準による地方公会計マニュアル」に基づく様式

令和５年度末　一般会計有形固定資産明細表
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（単位：千円）
科目 金額 科目 金額

【資産の部】 【負債の部】
  固定資産 123,731,048   固定負債 45,532,979
    有形固定資産 115,084,845     地方債 39,135,743
      事業用資産 72,248,225       地方債（臨時財政対策債除く） 25,423,340
        土地 26,184,038       臨時財政対策債 13,712,403
        立木竹 -     長期未払金 -
        建物 72,836,576     退職手当引当金 5,857,218
        建物減価償却累計額 -29,934,839     損失補償等引当金 -
        工作物 4,542,050     その他 540,018
        工作物減価償却累計額 -1,535,429   流動負債 3,837,356
        船舶 -     １年内償還予定地方債 2,898,749
        船舶減価償却累計額 -       地方債（臨時財政対策債除く） 1,618,668
        浮標等 -       臨時財政対策債 1,280,081
        浮標等減価償却累計額 -     未払金 -
        航空機 -     未払費用 -
        航空機減価償却累計額 -     前受金 -
        その他 -     前受収益 -
        その他減価償却累計額 -     賞与等引当金 422,322
        建設仮勘定 155,829     預り金 260,797
      インフラ資産 41,734,098     その他 255,488
        土地 17,549,184 負債合計 49,370,335
        建物 510,476 【純資産の部】
        建物減価償却累計額 -361,947   固定資産等形成分 129,857,559
        工作物 51,338,142   余剰分（不足分） -48,020,857
        工作物減価償却累計額 -32,667,548
        その他 -
        その他減価償却累計額 -
        建設仮勘定 5,365,791
      物品 3,886,147
      物品減価償却累計額 -2,783,625
    無形固定資産 473,745
      ソフトウェア 473,745
      その他 -
    投資その他の資産 8,172,458
      投資及び出資金 10,812,394
        有価証券 11,000
        出資金 261,007
        その他 10,540,387
      投資損失引当金 -6,575,169
      長期延滞債権 578,241
      長期貸付金 -
      基金 3,440,990
        減債基金 -
        その他 3,440,990
      その他 -
      徴収不能引当金 -83,998
  流動資産 7,475,989
    現金預金 1,285,633
    未収金 67,918
    短期貸付金 -
    基金 6,126,511
      財政調整基金 5,628,938
      減債基金 497,573
    棚卸資産 -
    その他 -
    徴収不能引当金 -4,073 純資産合計 81,836,702
資産合計 131,207,037 負債及び純資産合計 131,207,037

一般会計等貸借対照表
（令和6年3月31日現在）
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（単位：千円）

純行政コスト 32,841,906

  臨時利益 6,999
    資産売却益 6,207
    その他 792

    投資損失引当金繰入額 210,435
    損失補償等引当金繰入額 -
    その他 287

  臨時損失 229,929
    災害復旧事業費 -
    資産除売却損 19,207

    使用料及び手数料 792,092
    その他 2,113,019
純経常行政コスト 32,618,976

      他会計への繰出金 2,410,106
      その他 3,497
  経常収益 2,905,111

    移転費用 18,325,858
      補助金等 9,180,931
      社会保障給付 6,731,324

        支払利息 199,231
        徴収不能引当金繰入額 23,402
        その他 274,003

        減価償却費 4,073,487
        その他 -
      その他の業務費用 496,636

      物件費等 10,687,205
        物件費 5,949,780
        維持補修費 663,938

        賞与等引当金繰入額 40,246
        退職手当引当金繰入額 -
        その他 625,239

    業務費用 17,198,229
      人件費 6,014,388
        職員給与費 5,348,903

一般会計等行政コスト計算書
自　令和5年4月1日
至　令和6年3月31日

科目 金額
  経常費用 35,524,087
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（単位：千円）

 固定資産
等形成分

 余剰分
(不足分)

前年度末純資産残高 80,558,724 132,102,563 -51,543,839

  純行政コスト（△） -32,841,906 -32,841,906

  財源 34,136,172 34,136,172

    税収等 24,111,559 24,111,559

    国県等補助金 10,024,613 10,024,613

  本年度差額 1,294,266 1,294,266

  固定資産等の変動（内部変動） -2,228,716 2,228,716

    有形固定資産等の増加 4,245,025 -3,546,532

    有形固定資産等の減少 -4,465,616 4,465,616

    貸付金・基金等の増加 2,489,447 -2,489,447

    貸付金・基金等の減少 -4,497,572 3,799,079

  資産評価差額 -4,712 -4,712

  無償所管換等 -11,576 -11,576

  その他 - - -

  本年度純資産変動額 1,277,978 -2,245,004 3,522,982

本年度末純資産残高 81,836,702 129,857,559 -48,020,857

一般会計等純資産変動計算書
自　令和5年4月1日
至　令和6年3月31日

科目 合計
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（単位：千円）

本年度末歳計外現金残高 260,797
本年度末現金預金残高 1,285,633

本年度末資金残高 1,024,836

前年度末歳計外現金残高 277,827
本年度歳計外現金増減額 -17,030

財務活動収支 -4,013,944
本年度資金収支額 -321,553
前年度末資金残高 1,346,389

  財務活動収入 2,546,035
    地方債発行収入 2,546,035
    その他の収入 -

  財務活動支出 6,559,979
    地方債償還支出 6,253,722
    その他の支出 306,257

    その他の収入 8,266
投資活動収支 -1,201,538
【財務活動収支】

    基金取崩収入 3,164,411
    貸付金元金回収収入 483,510
    資産売却収入 85,139

    その他の支出 -
  投資活動収入 4,309,974
    国県等補助金収入 568,648

    基金積立金支出 2,079,845
    投資及び出資金支出 -
    貸付金支出 483,390

【投資活動収支】
  投資活動支出 5,511,512
    公共施設等整備費支出 2,948,277

    その他の支出 -
  臨時収入 -
業務活動収支 4,893,929

    その他の収入 2,078,508
  臨時支出 -
    災害復旧事業費支出 -

    税収等収入 24,095,151
    国県等補助金収入 9,455,965
    使用料及び手数料収入 791,097

      他会計への繰出支出 2,410,106
      その他の支出 29,021
  業務収入 36,420,721

    移転費用支出 18,351,382
      補助金等支出 9,180,931
      社会保障給付支出 6,731,324

      物件費等支出 6,536,115
      支払利息支出 199,231
      その他の支出 351,606

  業務支出 31,526,792
    業務費用支出 13,175,410
      人件費支出 6,088,458

一般会計等資金収支計算書
自　令和5年4月1日
至　令和6年3月31日

科目 金額
【業務活動収支】
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令和５年度末　一般会計等有形固定資産明細表 （単位：千円）

取得価額 取得価格
減価償却
累計額

帳簿価格 帳簿価格
減価償却率

（％）
減価償却率

（％）

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ＝Ｂ－Ｃ
高砂市分
（21.86％）

反映
Ｃ／Ｂ

高砂市分
（21.86％）

反映

19,015,390 54,495,353 34,449,334 20,046,020 20,046,020 63.2% 63.2%

道路 5,557,254 23,006,029 14,237,710 8,768,319 61.9%

橋梁 18,282,703 11,170,667 7,112,036 61.1%

河川 130,453 2,551,960 1,017,270 1,534,690 39.9%

港湾 0

公園 11,855,986 4,231,719 3,593,539 638,180 84.9%

都市計画－その他 4,747 334,950 112,606 222,345 33.6%

住宅 1,348,919 2,342,349 1,129,581 1,212,768 48.2%

生活インフラ・国土保全－その他 118,031 3,745,643 3,187,961 557,682 85.1%

13,693,792 33,602,059 21,185,382 12,416,678 12,416,678 63.0% 63.0%

小学校 5,766,137 13,971,241 8,717,544 5,253,697 62.4%

中学校 5,060,851 8,320,627 5,613,091 2,707,536 67.5%

幼稚園 90,464 326,332 84,690 241,642 26.0%

社会教育 2,003,825 7,985,676 5,391,015 2,594,662 67.5%

教育－その他 772,515 2,998,183 1,379,042 1,619,141 46.0%

2,758,752 3,666,065 1,468,751 2,197,314 2,197,314 40.1% 40.1%

保育所 1,574,273 2,552,008 1,173,718 1,378,290 46.0%

福祉－その他 1,184,479 1,114,057 295,033 819,024 26.5%

3,207,177 25,988,054 3,837,400 22,150,653 5,123,903 14.8% 29.7%

ごみ処理 2,045,168 24,108,845 2,300,764 21,808,081 4,781,331 9.5% 11.6%

し尿処理 1,357,535 1,115,303 242,232 82.2%

清掃－その他 6,987 6,482 505 92.8%

保健衛生

環境衛生－その他 1,162,009 514,687 414,851 99,835 80.6%

345,158 865,068 319,882 545,185 545,185 37.0% 37.0%

労働 292,259 395,191 245,931 149,260 62.2%

治山 238,057 30,947 207,109 13.0%

農業農村整備

観光 52,899 231,820 43,004 188,816 18.6%

商工－その他

493,882 1,858,970 1,250,047 608,923 608,923 67.2% 67.2%

庁舎 236,055 743,205 368,799 374,406 49.6%

消防－その他 257,827 1,115,765 881,248 234,517 79.0%

4,219,071 8,751,676 1,988,965 6,762,711 6,762,711 22.7% 22.7%

庁舎等 814,000 6,013,719 1,357,255 4,656,464 22.6%

総務－その他 3,405,071 2,737,957 631,710 2,106,247 23.1%

総計 43,733,222 129,227,245 64,499,761 64,727,484 47,700,734 49.9% 56.8%

＊取得価額に「0」の記載がある項目は、千円未満の資産がある項目です。

＊事業分類ごとの端数処理の関係で、数値が一致しない場合があります。

事業分類

土地 償却資産（建物及び工作物）

総務

生活インフラ・国土保全

教育

福祉

環境衛生

産業振興

消防（警察）
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